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（１）統一の考え方
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１ 「保険料水準の統一」の概況

国民健康保険における都道府県内の保険料水準の統一について

①保険料変動の抑制：特に小規模な保険者で、高額な医療費の発生等による年度間の保険料の変動を抑制可能。

②被保険者間の公平性確保：保険運営の都道府県単位化を踏まえ、都道府県内のどの市町村でも、同じ保険給付を同じ保険料負担で受けら

れることで被保険者の公平性が確保可能。

統一の意義

○ 各市町村の保険料水準を統一するために、各市町村の個別事情が、保険料率の算出に影響を与えないようにすることが必要。

① 各市町村の医療費水準を保険料率算出に反映させない

※これにより一般的に、医療費が低い市町村の保険料負担が増加し、医療費が高い市町村の保険料負担が減少する。

② 市町村ごとの保険料収納率の差が保険料率に影響を与えないようにする

③ 市町村ごとの歳入（市町村向け公費・市町村独自基金・法定外繰入等）・歳出（保険料減免・保健事業等の範囲）

について都道府県内で統一的な取扱いとする

④ 市町村ごとのサービス・事務の標準化を進め、大きく差異が生じないようにする

○ 国民健康保険は自治事務であり、市町村毎に保険料の増減が発生しうることも踏まえ、都道府県が丁寧に議論を進めることが必要。

納付金ベースの統一

完全統一

統一に当たっての調整事項

「令和８年７月２３日 国民健康保険に関す
る全国説明会（厚生労働省）資料」を基に
県作成



（２）統一の定義

納付金ベース
の統一

納付金ベース
の統一

納付金算定において、各市町村の医療費水準を反映しないこと。
（医療費指数反映係数（α）＝０）

各市町村の
個別歳入・歳出

の取扱い

• 各市町村の個別の歳入・歳出を都道府県単位で算定していること。
※ 都道府県単位化せず、保険料に影響を与えない歳入・歳出とすることも可。
※ 次の項目については、例外的に、市町村の個別の歳出として、保険料を財源と

する取扱いを可とする。
・財政安定化基金積立金（償還分）
・財政安定化基金積立金（拠出分）
・直診勘定繰出金

算定に使用する
収納率の取扱い

• 同じ収納率を用いて各市町村の保険料収納必要総額を調整すること。
ただし、各市町村の納付金基礎額を各市町村の標準的な収納率で調整する場合
は、保険料収納必要総額の調整においても、各市町村の標準的な収納率を用い
ること。

算定方法の
取扱い

• 保険料算定方式（２～４方式）を統一していること。
• 賦課割合を統一していること。
• 賦課限度額を統一していること。

令和12年度算定まで

令和15年度算定まで

（遅くとも令和18年度算定

までに確実に達成）

※令和15年度算定までに完全

統一達成が困難な場合、国

に協議が必要

保険料水準統一の定義
国の加速化プランにおける

統一目標年度

完全統一完全統一 都道府県が算定する統一された市町村標準保険料率により、各市町村が賦課を行
うこと。

「令和6年9月27日 国保基盤強化協議
会事務レベルWG資料２」を基に県作成

2

住民サービスの
取扱い

• 事務の標準化等により、住民サービスに大きく差異が生じないようにすること。



（１）「保険料水準統一加速化プラン（第３版）」のポイント
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２ 国の動向

保険料水準統一加速化プランの改定について

「令和８年７月２３日 国民健康保険に関す
る全国説明会（厚生労働省）資料」を基に
県作成



（２）国の財政支援（特別調整交付金）

4

出典：令和８年７月２３日 国民健康保険に
関する全国説明会（厚生労働省）資料



（３）国の財政支援（保険者努力支援制度）
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出典：令和８年７月２３日 国民健康保険に
関する全国説明会（厚生労働省）資料
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３ 他県の状況

出典：令和８年７月２３日 国民健康保険に
関する全国説明会（厚生労働省）資料



（空白 ）



（１）中間見直しの概要
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４ 国保運営方針の中間見直し

① 将来的に目指すこととしている保険料水準の統一について、県・市町村で議論し合意が得られている内容を反映する。

② 2026（令和８）年度から導入されている「子ども・子育て支援納付金」の算定に関する記載を追加するほか、国保運営方針

策定要領や制度改正等に伴い、現行方針から変更が生じる部分について、適宜、時点更新や記載内容の調整を行う。

③ 取組目標について、その達成に向けた進捗状況等を踏まえ、必要に応じて取組内容の見直しを行う。

④ 2026（令和８）年度までに作成を目指すとしていた「保険料水準の統一に向けたロードマップ」の作成を行う。

② 見直しの方向性について

基本的事項

３ 対象期間及び検証・見直し

2024（令和６）年４月１日から 2030（令和 12）年３月 31 日までの６年間を対象期間とする。

県は、運営方針に基づく取組状況等を毎年度把握し、市町村、福岡県国民健康保険運営協議会及び関係機関等と情報共有を

図るとともに、３年ごとに検証を行い、必要な見直しを行う。

【主な記載項目】

第１章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し（医療費の動向と将来の見通し、赤字削減・解消の取組等）

第２章 市町村における保険料の標準的な算定方法及びその水準の平準化に関する事項（保険料水準の統一、納付金の算定方法等）

第３章 市町村における保険料の徴収の適正な実施に関する事項（保険料の収納状況、収納率目標の設定等）

第４章 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項（レセプト点検の充実強化、療養費の支給の適正化等）

第５章 県等が行う国民健康保険の安定的な財政運営及び被保険者の健康の保持増進のために必要と認める医療費の適正化の取組に

関する事項（県民の健康の保持の推進、医療の効率的な提供の推進等）

第６章 市町村が担う国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項

第７章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項

第８章 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整その他都道府県が必要と認める事項に関する事項

① 第二期福岡県国民健康保険運営方針（令和６年４月策定）について



（２）国保運営方針策定要領のポイント
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出典：令和８年７月２３日 国民健康保険に
関する全国説明会（厚生労働省）資料



（１）ロードマップの位置付け
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５ ロードマップの作成

○ 完全統一の実現に向けては、納付金算定における市町村個別の歳出・歳入の相互扶助化（分かち合い）を進め、市町村独自

の保険料率設定から県下共通の保険料率への移行を進めていく必要がある。

○ あわせて、市町村間の負担とサービスの公平性を図ることも重要であり、医療費適正化や収納率の向上、保健事業や保険料

の減免などのサービスの標準化にも取り組んでいく必要がある。

○ こうした多岐にわたる統一に向けた課題解決の取組を計画的・段階的に行っていくため、今後の進め方や達成時期等を取り

まとめた「保険料水準の統一に向けたロードマップ」を作成する。

○ なお、ロードマップは、国保運営方針の附属資料として位置づけるとともに、必要に応じて柔軟に見直しを行うこととする。

第二期福岡県国民健康保険運営方針

第二期福岡県国保運営方針において、保険料水準の統一に関する基本的な考えとして、次のように記載している。

• 将来的には、県内の保険料水準の「完全統一」を目指す。

• 医療費適正化、健康づくり、地域の実情に応じた医療提供体制の構築を推進するとともに、医療費水準の格差是正といった課題解
決に取り組みつつ、段階を踏んで保険料水準の統一を目指す。

• 市町村国保特別会計における個別の歳入・歳出項目の取扱い、収納率の調整、保険料算定方法の統一（算定方式や賦課割合等）、
激変緩和措置等について、納付金や標準保険料率への影響等を踏まえ慎重に検討する。

• その上で、2026（令和８）年度までに完全統一に向けたロードマップを作成することを目指す。



（２）保険料水準の統一に向けた検討の状況
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○ 令和６年度に設置したＷＧで課題・対応策等について協議し、その結果を国保共同運営会議（幹事会・部会）に報告。

○ 協議結果をロードマップ案として取りまとめ、令和８年度に市町村長への意見照会・調整を実施。

幹事会・部会保健事業ＷＧ個別歳入・歳出ＷＧ保険料ＷＧ

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

第2回
10/2開催

・賦課割合（医療分、後期分）
・算定方式等（介護分）①

第1回
7/4開催

・算定方式

第3回
11/25開催

・保険料減免①

第4回
1/31開催

・保険料減免②

第1回
7/4開催

・個別の歳入・歳出項目①

第2回
8/19開催

・個別の歳入・歳出項目②

第3回
9/26開催

・保健事業費の取扱い

第4回
2/3開催

・一部負担金の減免①
・任意給付（葬祭費等）

第5回
3/3開催

・個別の歳入・歳出項目③

第6回
3/19開催

・地方単独医療費助成
・県繰入金２号①保険者努力支
援交付金

第5回
3/19開催

・算定方式等（子ども子育て支
援金分）

・算定方式等（介護分）②

第1回
7/1開催

・保健事業費等に要する費用
・医療費通知、後発医薬品差額通知①

第2回
9/26開催

・保健事業費の取扱い

第5回
3/18開催

・特定健診等の共通基準

第3回
11/12開催

・医療費通知、後発医薬品差額通知②

第4回
2/3開催

・医療費通知、後発医薬品差額通知③

第6回
5/8開催

・算定方式等（子ども子育て支
援金）②

第7回
8/8開催

・標準的な収納率
・算定方式等（介護分）③

第8回
9/3開催

・標準保険料率への移行

第9回
10/28開催

・標準的な収納率②
・県繰入金２号

第7回
5/2開催

・県繰入金２号②
・保健事業等の標準事業費

第8回
6/27開催

・個別の歳入・歳出項目④

第9回
8/12開催

・個別の歳入・歳出項目⑤

第10回
9/3開催

・標準保険料率への移行
・統一の進め方、統一時期

第11回
10/28開催

・緩和措置
・県繰入金２号③

2/14開催 幹事会・部会

ＷＧ協議状況の報告
ロードマップ記載内容確認

3/27開催 幹事会・部会

ＷＧ協議状況の報告
ロードマップ記載内容確認

5/26開催 幹事会・部会

ＷＧ協議状況の報告
ロードマップ記載内容確認

10/8開催 幹事会・部会

ＷＧ協議状況の報告
ロードマップ記載内容確認

11/10開催 幹事会・部会

ＷＧ協議状況の報告
ロードマップ記載内容確認

報告・協議

第10回
3/23開催

・保険料減免③ 第12回
3/24催

・一部負担金の減免②

11/26開催 拡大幹事会

ロードマップの検討状況を報告
市町村意見聴取を実施

3/27開催 幹事会・部会

ＷＧ協議状況の報告
ロードマップ記載内容確認
市町村意見聴取の結果を確認

第6回
2/13開催

・保健事業の実施水準向上について



○ 令和８年４月に国保共同運営会議（拡大幹事会）を開催し、全60市町村にロードマップ案の内容を説明した上で、市町村長

意見照会を実施。

→28団体が意見を提出

○ 意見提出団体への訪問等による趣旨確認や見直しに係る検討、回答案の提示など、必要な調整を実施。
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６ ロードマップ案に対する市町村長の意見

（１）経緯

（２）主な意見と県の考え

県の考え市町村意見項目

＜統一に向けた基本方針＞

・県が主体となって、統一の趣旨と方向性に係る、多様

な媒体を用いた丁寧な周知、説明資料の作成に取り組み

ます。

・被保険者に対し、統一の必要性とその方針について、

丁寧な説明をお願いしたい。

①被保険者への

周知

・県が主体となって、県内市町村や他県の情報共有をは

じめ、統一に向けた取組に係る助言・サポートに取り組

みたいと考えております。

・県の強力なリーダーシップのもと、県民に対する周知

や市町村に対する統一までの取組の指導・サポート等を

行っていただきたい。

・県が主体となって、指導・助言の実効性を高め、格差

縮小に向けた取組を継続しつつ、計画的にαの縮小を進

めてまいりたいと考えております。

・県内市町村の医療費水準の格差が大きい現状において、

α縮小を進めるべきではない。

②医療費水準、収

納率の格差縮小

・市町村における格差縮小に向けた取組やその成果に対

し、県繰入金２号を活用したインセンティブを確保する

など、取組意欲の維持・向上を図ってまいります。

・医療費水準や保険料収納率の格差縮小に向けては、県

のリーダーシップのもと、広域的かつ継続的な取組が必

要。
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県の考え市町村意見項目

＜分野ごとの取組方針＞

・国に対し、税率改定に伴う市町村の条例改正負担が軽

減されるよう、法改正を含め検討するよう働きかけを

行ってまいります。

・また、保険料（税）の改定理由についての参考説明資

料を市町村に提供する等の支援を行います。

・統一保険料率に係る条例改正等の事務について、市町

村の負担軽減に配慮いただきたい。

①賦課割合等

・当該歳入を全額個別歳入とすると、財政力の弱い市町

村では事業実施が困難になる恐れがあります。

・保険者努力支援制度については、歳出とのバランスを

考慮し、一定割合を県全体の歳入として取り扱います。

・独自事業に対する歳入（特別調整交付金や保険者努力

支援制度）については、県全体の歳入項目とせず、個別

歳入として取扱うべき。

②歳出・歳入項目

の取扱い

・統一に伴う変動要素には、標準的な収納率のほか、医

療費水準や個別歳出・歳入の県単位化があります。これ

らにおいては、大規模市が他市町村分を負担している側

面もあります。

・収納率が高い市町村の懸念を考慮し、「収納率低下リ

スク分」による配慮を行う一方、収納率が低い市町村に

は「収納率努力向上分」によって努力を課すことで、一

定の調整をする仕組みとしております。

・「規模別基準収納率」を用いる方法は、大規模市が恩

恵を受け、その影響を他市町村が負担する構造となる。

・収納率低下リスクや向上努力に関する調整値等の見直

しを行い、公平性を担保いただきたい。

・収納率が平均以下の市町村には、収納率向上を促すペ

ナルティを設定いただきたい。

③標準的な収納率

・県繰入金２号や保険者努力支援制度交付金について、

取組に対するインセンティブを確保できる仕組みを構築

したいと考えております。

・市町村の医療費適正化や収納率向上に係る努力によっ

て確保された収入については、取組意欲を確保できるよ

うな制度設計を進めてもらいたい。

④県繰入金２号の

見直し
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県の考え市町村意見項目

・第二期運営方針では、R11年度にα＝0.5とすることを

定めており、市町村もこれに基づいて説明を行っている

ものと思料されます。

・加えて、R12年度にα＝０とする場合、急激なα縮小の

影響により、納付金額の激変が生じ、医療費水準の低い

市町村の理解が得られないと考えられます。

・R12年度に「納付金ベースの統一」を達成した場合、国

費は最大化しますが、試算では、R15年度達成時との差

額は必ずしも影響が大きいものではありません。

・「納付金ベースの統一」の目標年度をＲ15年度として

いるが、国の方針どおり12年度とすべき。

・国保財政の安定化が早期に図られ、国交付金を多く獲

得でき、保険料削減に対する効果も大きい。

⑤統一の進め方

・各市町村の地域特性に配慮し、統一に向けた取組によ

る納付金増加の影響を緩和するため、県基金を活用した

措置を講じたいと考えております。

・統一により納付金や保険料に影響が生じるため、各市

町村の地域性を踏まえ、急激な変動が起きないよう

配慮いただきたい。

⑥緩和措置

・市町村の取組に対するインセンティブ分を独自財源と

して確保する観点から、当面の間、市町村剰余金につい

ては、抑制財源として活用しないこととします。

・その上で、収支状況や統一保険料率の動向等を踏まえ、

活必要性が生じた際には、その枠組みについて改めて検

討してまいりたいと考えます。

・市町村剰余金は、統一後においても、保険料の収納不足

に対する補てん財源として、市町村が確保すべき。

⑦市町村基金・

剰余金の取扱い

・市町村剰余金を統一保険料率の引き下げ財源として活用

すべきでない。

・法定外繰入に対する市町村の意向や財政状況には差が

あるため、統一し、保険料を財源とすることは困難です。

・県基金について、特定市町村の収支補填に直接用いる

ことは認められていません。

・保険料算定外の赤字部分に係る法定外繰入について、黒

字団体と分かち合う仕組みを検討いただきたい。

⑧法定外繰入

による対応

・県剰余金や基金について、市町村の法定外繰入に対する

財政支援としての活用を検討いただきたい。

・さらなる研修の充実など、これまで以上に人材育成の
視点を盛り込むことで、より効果的に保健事業を実施で
きるよう支援してまいります。

・統一後の安定的な財政運営のためには医療費適正化が

不可欠であるため、研修の充実や専門人材の派遣など、

人材・体制強化に向けた支援を検討いただきたい。

⑨統一保険料の

抑制・平準化


